
資料 １ 

播磨町運賃等協議会について 
 

改正後の道路運送法が令和５年 10 月１日に施行され、一般乗合旅客自動車運送事業の運賃等に 

ついては、地域公共交通活性化協議会とは別に、道路運送法第９条第４項に規定される者を構成

員とする協議会において協議することが必要となった。  

それに伴い、播磨町地域公共交通活性化協議会の別組織として、播磨町運賃等協議会を設

置する。 
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（令和６年４月30日要綱第53号） 

 

播磨町運賃等協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 道路運送法（昭和26年法律第183号）第９条第４項及び播磨町地域公共交通活性化

協議会設置要綱（令和５年要綱第12号）第２条第２項の規定に基づき、一般乗合旅客自動

車運送事業者が定めようとする旅客の運賃及び料金（以下「運賃等」という。）について

協議し、その他必要な事項を処理するため、播磨町運賃等協議会（以下「協議会」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

(１) 道路運送法第９条第４項に定める協議を行うこと。 

(２) その他協議会の会長が必要と認めること。 

（組織） 

第３条 協議会は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、都市基盤部長をもって充て、協議会を総括する。 

３ 委員は、次に掲げる者を町長が指名する。 

(１) 運賃等を定めようとする一般乗合旅客自動車運送事業者 

(２) 近畿運輸局長又はその指名する者 

(３) 関係住民の意見を代表する者 

（会議） 

第４条 会長は、必要があると認めるときは、協議会の会議を開催することができる。 

２ 会議は、委員全員が出席しなければ開くことができない。 

３ 会長は、会議の議長となる。 

４ 会議の議事は、委員の合議により決し、合議により決することができないときは、会長

の決するところによる。 

５ 会長は、委員がやむを得ず会議に出席できない場合であって、当該委員からあらかじめ

会長に申出があったときは、代理人の出席を認めることができる。この場合において、当

該代理人が会議に出席し、又は行った意思表示は、当該委員が出席し、又は行ったものと

みなす。 

６ 会長は、協議会の会議の議事が緊急を要し、会議を開催する暇がないとき、その他会長

が軽易な議事と認めたときは、委員に対し、書面で当該議事に対する賛否を問うことによ

り、会議の開催に代えることができる。この場合においては、第４項の規定を準用する。 

（意見の聴取） 

第５条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者を会議に出席させ、その説

明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（協議結果） 

第６条 協議会において協議が整った場合は、道路運送法第９条第４項に基づく協議が整っ
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たものとみなす。 

（事務局） 

第７条 協議会の事務を処理するため、都市計画課に事務局を置く。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 
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